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《1月の景況判断に関する要点》 

「消費増税前の影響もあいまって、順調に推移」 

･1月の景況（前月比）をみると、年末需要期の翌月という
ことで「上昇・好転」がやや減少したため、DI*は僅かに
下降するも+14.7とかなりのプラス水準を5カ月連続で維
持しており、順調な動き(図1) 。 

・  「上昇・好転」した理由は、「時期的、季節的な要因で」
が6割強で最多、次いで「内需が増大したから」が3割台
半ば。他方、「下降・悪化」した理由は「時期的、季節的
な要因」が7割弱(図なし)。 

・3ヵ月後（4月）の見通しは、消費増税のスタート月である
ことで「上昇・好転」が10ポイント減少、 「下降・悪化」が8
ポイント増加して、DIは大幅に下降し+11.6(図1)。今月
のDIの水準を下回ったが、依然としてプラス水準を維持。 

・1月の前年同月比をみると、「上昇・好転」がやや減少し
たため、DIは+12.4へ下降(図1)。 

*ＤＩ（Diffusion Index）「上昇・好転」の割合から、「下降・悪化」の割合を引い  
 た数字。景気動向を表す指標のひとつ。 
 

《2013年10-12月期における賃金・手当の増減（対前年同期) 》 

・基本給、賞与、時間外手当のいずれにおいても、「増
加」が「減少・削減」を上回った（図2）。業種別では、製
造業の方が増加の割合が数ポイント以上多く、特に冬
季賞与では「増加」とする回答が4割近い。 

（ご協力いただいたモニター数：129社、調査時期：2014年2月20日～27日） 
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図１ 景況判断 

図2 2013年10-12月期における賃金・手当等の増減 
（前年同期(2012年10-12月期)との比較、従業者一人あたり平均）  
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《2014年4～9月期の賃金・手当等の増減見込み（対前年同期）》 

・正規社員の基本給が「増加」見込みとする回答は、製造業で
36.6％、非製造業で18.1％で、13年10～12月期の増減実績と比べ
て多くなっており、特に製造業では大幅増加(図3)。非正規雇用の
基本給についても同様に多くなっており、次年度は、総じて賃金・
賞与・手当等が改善される見通し。特に製造業での改善が著しい。 

《現在の従業者数の過不足》 

・正規社員について、「過剰」とする回答は、製造業で1割強、非製造
業で1割に満たないのに対し、「不足」は両業種とも4割以上と強い
不足感がある。非正規社員の雇用についても、製造業、非製造業
ともに「不足」が3割弱で不足感はやや強い（図4）。 

《従業者数の増減の実態と見込み》 

・ 2013年1月末からの1年間の増減では、正規社員については業種
を問わず、「増加」は１割前後に留まった(図5)。他方、2014年4月1
日にかけての見込みでは、正規社員に関して「増加」が製造業で3
割弱、非製造業で2割弱を占めるなど、総じて増員傾向(図6)。 
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図4 現在の従業者数の過不足   

図３ 2014年4～9月期の賃金・手当等の増減見込み 
（前年同期(2013年4～9月期の半年間)との比較、従業者一人あたりの平均） 
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図5 従業者数の増減（2013年1月末～2014年1月末の間）   

図6 従業者数の増減見込み（2014年1月末～2014年4月1日の間）   
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《従業者規模別の基本給の増減》 

・2014年4-9月期における正規社員の賃金・手当の増減見
込み（対前年同期)を従業者規模別に見ると、 「増加」は
“0～4人”では数％に留まったが、“5～19人”では4割強、
“20人以上”でも3割弱となった  (図7)。 

《業況別の基本給の増減》 

・1月の業況(前年同月比)の回答別（“上昇・好転”、“横ば
い”、“下降・悪化”）に2013年10-12月期における基本給
(対前年同期)の増減をみると、正規社員では“上昇・好
転”と回答した企業では「増加」の割合が高く、“減少・削
減”は皆無（図8）。他方、非正規社員では“下降・悪化”と
する企業でも「増加」の割合が高いなど業況との関係性は
認められない。この要因として、最低賃金の上昇や賃上げ
による人材の引き留めなどが考えられる。 

・2014年4～9月期の正規社員の基本給は、“上昇・好転”
の企業では「増加」が3割強と多く、“下降・悪化”では「減
少」の方が多いなど、景況との関連性が明白である(図9)。  

図7 「従業者規模」と「 2014年4～9月期の基本給の増減見込み（前
年同期との比較）」のクロス集計   
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図8 「1月の業況(前年同月比)」と「 2013年10-12月期における基
本給の増減（前年同期との比較）」のクロス集計 
   

図9 「1月の業況(前年同月比)」と「2014年4～9月期の基本給の増減 
見込み（前年同期との比較）」のクロス集計 
   

従
業
者
規
模 

1
月
の
業
況 

21.3

32.6

15.5

15.4

52.8

46.5

56.9

53.8

9.4

4.7

8.6

19.2

12.6

11.6

15.5

7.7

3.9

4.7

3.4

3.8

0 20 40 60 80 100

全体

上昇・好転

横ばい

下降・悪化

増加 横ばい 減少・削減 該当なし わからない

(%)<正規社員の基本給>

8.7

4.9

8.5

15.4

50.0

48.8

55.9

38.5

4.0

2.4

1.7

11.5

37.3

43.9

33.9

34.6

0 20 40 60 80 100

全体

上昇・好転

横ばい

下降・悪化

増加 横ばい 減少・削減 対象者なし

(%)<非正規社員の基本給>

１
月
の
業
況

17.7

24.4

14.0

15.4

66.1

65.9

68.4

61.5

3.2

0.0

0.0

15.4

12.9

9.8

17.5

7.7

0 20 40 60 80 100

全体

上昇・好転

横ばい

下降・悪化

(%)<正規社員の基本給>

１
月
の
業
況

24.2 

2.7 

41.2 

28.8 

58.9 

51.4 

58.8 

63.5 

2.4 

2.7 

0.0 

3.8 

12.1 

37.8 

0.0 

1.9 

2.4 

5.4 

0.0 

1.9 

0 20 40 60 80 100

全体

0～4人

5～19人

20人以上

増加 横ばい 減少・削減 対象者なし、制度なし わからない

(%)

<正規社員の基本給>


